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2012 年 5 月 17 日 

東海東京調査センター 

投資調査部 

【企業レポート、本日の予定など】投資判断の定義は 3ページ 
企業レポート：オムロン（6645 大）投資判断は「１」継続 

経済指標：1-3 月期のＧＤＰ（速報）、4月の首都圏マンション販売、3月の鉱工業生産指数（改定） 

4 月の米景気先行指標総合指数、5月のフィラデルフィア連銀景気指数 

  
（括弧内は前日比ないし前日値）

＜内 外 株 式 ・ 金 利 ・ 為 替 ・ 商品 ＞

日 経 平 均 8,801.17 ( ▲ 99.57 ) Ｎ Ｙ ダ ウ 12,598.55 ( ▲ 33.45 )

ＴＯＰＩＸ 738.88 ( ▲ 8.52 ) Ｓ Ｐ ５ ０ ０ 1,324.80 ( ▲ 5.86 )

予想ＰＥＲ 12.06倍 ( 12.11倍 ) ナ ス ダ ッ ク 2,874.04 ( ▲ 19.72 )

実績ＰＢＲ 0.91倍 ( 0.93倍 ) 半 導 体 指 数 379.82 ( ▲ 6.47 )

予想利回り 2.56％ ( 2.53％ ) Ｎ Ｙ 出 来 高 87,236万株 ( )

売 買 代 金 11,862億円 ( 11,584億円 ) Ｃ Ｍ Ｅ 日 経 8,755 ( 5 )

騰落レシオ 64.9％ ( 66.9％ ) 米 10 年 債 1.76 ( ▲ 0.01 )

中国

上 海 総 合
インド

ＳＥＮＳＥＸ
ブラジル

ボ ベ ス パ

10 年 債 0.825％ ( ▲0.025％ ) Ｃ Ｒ Ｂ 289.35 ( 0.21 )

ＮＹドル円 80.31 ( 0.14 ) コメックス金 1,536.6 ( ▲ 20.50 )

ＮＹユーロ円 102.12 ( 0.07 ) Ｗ Ｔ Ｉ 原 油 92.81 ( ▲ 1.17 )

55,887.57 ( )▲ 350.40

)

16,030.09 ( ▲ 298.16 ))

ＲＥＩＴ 923.30 ▲ 9.18( )

マザーズ 320.73 ▲ 2.82(

407万株

ＪＱ平均 1,307.24 0.27( ) 2,346.19 ( ▲ 28.65

米国株式市場は主要 3 指数そろって 4 日続落。4 月の

米住宅着工件数や 4 月の米鉱工業生産の改善が好感され

る場面もあったが、欧州債務不安への警戒から引けにか

けて下げる展開に。Ｓ＆Ｐ業種別株価指数では素材、金

融株が大きく下落する一方で、生活必需品やヘルスケア

は上昇と、ディフェンシブ色の強い物色動向に。シカゴ

日経平均先物は大証比 5 円高の 8755 円。 

欧州債務問題が収まる気配を見せず、本日の日本株も

下値を探る展開となろう。当面は外部環境の落ち着きを

待つほかない。物色面では、海外需要の取り込みが期待

できるディフェンシブ銘柄などが注目されやすいだろ

う。ただ、急ピッチな株安と企業収益の急改善により日

経平均の予想ＰＥＲは 11.6 倍（5/16 時点）と歴史的な

割安圏に入っている。ギリシャ問題がどのように帰結す

るか予断を許さないものの、一定の事態の進展が見られ

れば、株価の急速な巻き返しも想定される水準に入って

きている。（鈴木） 

 

ＩＩＪ（3774） 

[日足] 5/16 終値 286100 円  1 株単位 
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マンダム（4917） 

[日足] 5/16 終値 2091 円 100 株単位 
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①ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽを展開。12/3期の税前利益は前期比

55.9％増。ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞｽ事業売上高は前期から約5倍に増加。

②会社計画の13/3期の税前利益は前期比15.5％増。ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾋﾞ

ｽ事業の黒字転換などを計画。海外展開も注力する方針で、

当調査センターでは海外に業績上乗せ余地があると見る。

③当調査センターは投資判断「１（強気）」を継続（5/15）。

①男性用化粧品の大手。アジア地域への展開に積極的で、な

かでもインドネシアの売上高構成比は22.5％（12/3期）。 

②12/3期の経常利益は前期比5.0％増、会社側は13/3期も同

3.8％増と計画するなど堅調な業績推移が続く見通し。 

③株価は25日移動平均線に接近。拡大するアジアの国内需要

の取り込みが期待できる1社として注目。 

連結税前利益 

同ＥＰＳ： 

同ＰＥＲ： 

12/3 実 

12/3 実 

12/3 実 
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15.9 倍 

→ 
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連結経常利益
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2 社ともに会社計画 
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日経平均の一目均衡表とストキャスティクス（5月 16 日） 
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【投資関連指標(12/5/16)】 　　　　　　（括弧内は前日比ないし前日値）

＜ 国 内 株 式 ・ 国 内 金 利 ・ 内 外 為 替 ＞ ＜海外株式・海外金利・国際商品＞

日 経 平 均 8,801.17 ( ▲ 99.57 ) 東証 一部出来高 198,244万株 ( 205,941万株 ) ＮＹダウ工業株 12,598.55 ( ▲ 33.45 )

25日線( ｶ ｲﾘ率) 9,353.11 ( ▲5.9％ ) 東証 二部出来高 3,079万株 ( 5,142万株 ) Ｓ Ｐ 500 種 1,324.80 ( ▲ 5.86 )

100日線(ｶｲﾘ率) 9,259.65 ( ▲5.0％ ) 店 頭 出 来 高 3,318万株 ( 5,230万株 ) Ｎ Ａ Ｓ Ｄ Ａ Ｑ 2,874.04 ( ▲ 19.72 )

200日線（ｶｲﾘ率） 9031.07 ( ▲2.5％ ) サイコロジカルライン 4勝8敗 ( 5勝7敗 ) Ｎ Ｙ 出 来 高 87,236 ( 86,829 )

日 経 平 均 先 物 8,750 ( ▲ 160 ) 騰 落 レ シ オ 64.9％ ( 66.9％ ) 英 国 Ｆ Ｔ 100 5,405.25 ( ▲ 32.37 )

日 経 300 149.6 ( ▲ 1.73 ) ｽﾄｷｬｽﾃｨｸｽ(Ｆ） 6.67％ ( 4.69％ ) 独 Ｄ Ａ Ｘ 指 数 6,384.26 ( ▲ 16.80 )

Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 738.88 ( ▲ 8.52 ) ｽﾄｷｬｽﾃｨｸｽ(Ｓ) 4.72％ ( 3.38％ ) 香 港 ハ ン セ ン 19,259.83 ( ▲ 634.48 )

大 型 株 指 数 708.17 ( ▲ 7.84 ) 10年国債利回り 0.825 ( ▲ 0.025 ) 韓国総合株指数 1,840.53 ( ▲ 58.43 )

中 型 株 指 数 833.84 ( ▲ 9.59 ) 債券先物（中心） 143.49 ( 0.240 ) 米 10 年 物 国 債 1.76 ( ▲ 0.01 )

小 型 株 指 数 1,276.37 ( ▲ 18.85 ) 無担保ｺｰﾙ(速報) 0.079 ( ▲ 0.006 ) 米 Ｆ Ｆ レ ー ト 0.1700 ( 0.0000 )

日 経 500 種 平均 763.79 ( ▲ 7.06 ) Ｃ Ｄ 3 カ 月 0.24 ( 0.000 ) 米 ＴＢ3 カ月 物 0.09 ( 0.000 )

全銘柄単純平均 210.55 ( ▲ 2.87 ) ￥／＄ ( 東京) 80.38 ( 0.47 ) コメックス金(期近) 1,536.60 ( ▲ 20.50 )

東 証 二 部 指 数 2,222.16 ( ▲ 0.31 ) 同 ( ＮＹ ) 80.31 ( 0.14 ) Ｗ Ｔ Ｉ ( 期 近 ) 92.81 ( ▲ 1.17 )

日経ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ平均 1,307.24 ( 0.27 ) $/EUR( Ｎ Ｙ ) 1.2715 ( ▲ 0.0014 ) Ｃ Ｒ Ｂ 指 数 289.35 ( 0.21 )  
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【レーティングの定義】 

投資判断の定義 

「１」 

「２」 

「３」 

「４」 

「５」 

強気 

やや強気 

中立 

やや弱気 

弱気 

今後6ヵ月間における投資成果がＴＯＰＩＸに対して15％超上回るとアナリストが予想する場合 

今後6ヵ月間における投資成果がＴＯＰＩＸに対して5～15％上回るとアナリストが予想する場合 

今後6ヵ月間における投資成果がＴＯＰＩＸに対して±5％以内とアナリストが予想する場合 

今後6ヵ月間における投資成果がＴＯＰＩＸに対して5～15％下回るとアナリストが予想する場合 

今後6ヵ月間における投資成果がＴＯＰＩＸに対して15％超下回るとアナリストが予想する場合 

「無し」 レーティング無し 

 

 

【注意事項】 

このレポートは、東海東京調査センター（以下「当社」）が作成し、当社の許諾を受けた証券会社、及

び情報提供会社等から直接提供する形でのみ配布いたしております。提供されたお客様限りでご利用くだ

さい。 

このレポートは、投資判断の参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的としたもので

はありません。投資判断の最終決定は、お客様ご自身の判断でなさるようお願いいたします。 

このレポートは、信頼できると考えられる情報に基づいて作成されておりますが、当社は、その正確性

及び完全性に関して責任を負うものではありません。このレポートに記載された内容は、作成日における

ものであり、予告なく変わる場合があります。このレポートの一切の権利は当社に帰属しており、いかな

る目的であれ、無断で複製又は転送等を行わないようにお願いいたします。 

レーティングの表記は、ＴＯＰＩＸに対して１＝「強気」、２＝「やや強気」、３＝「中立」、４＝「や

や弱気」、５＝「弱気」の５段階で区分表記しています。また、レーティングが無い場合は「無し」と表

記しています。対象期間は、投資評価が付与された日を起点として､６ヵ月程度を想定しております。 

このレポートで述べられている見解は、当該証券又は発行会社に関する執筆者の意見を正確に反映した

ものです。執筆者の過去、現在そして将来の報酬のいかなる部分も、直接、間接を問わず、このレポート

の投資判断や記述内容に関連するものではありません。 

当社は､このレポートを含め、経済・金融・証券等に関する各種情報を作成し、東海東京証券に提供する

ことを主たる事業内容としており、当社の収入は主に東海東京証券から得ております。 

 

 

審査済 売買管理室 

平成 24 年 5 月 17 日 
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このレポートは、東海東京調査センターが作成し、東海東京証券株式会社が許諾を受けて提供いたしておりま

す。投資判断の最終決定は、お客様ご自身の判断でなさるようお願いいたします。 

 

金融商品取引法に基づきお客様にご留意いただきたい事項を以下に記載させていただきます 

 

東海東京証券の概要 

商 号 等 ： 東海東京証券株式会社  金融商品取引業者  東海財務局長（金商）第140号 

加入協会 ： 日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金

融商品取引業協会 

 

 

リスクについて 

◎ 国内外の金融商品取引所に上場されている有価証券（上場有価証券等）の売買等にあたって

は、株式相場、金利水準等の変動や、投資信託、投資証券、受益証券発行信託の受益証券

等の裏付けとなっている株式、債券、投資信託、不動産、商品等（裏付け資産）の価格や評価

額の変動に伴い、上場有価証券等の価格等が変動することによって損失が生じるおそれがあり

ます。 

◎ 上場有価証券等の発行者等の業務や財産の状況等に変化が生じた場合や、裏付け資産の発

行者等の業務や財産の状況等に変化が生じた場合、上場有価証券等の価格が変動すること

によって損失が生じるおそれがあります。 

◎ 新株予約権、取得請求権等が付された上場有価証券等については、これらの権利を行使でき

る期間に制限がありますのでご留意ください。 

◎ 上場有価証券等が外国証券である場合、為替相場（円貨と外貨の交換比率）が変化することに

より、為替相場が円高になる過程では外国証券を円貨換算した価値は下落し、逆に円安になる

過程では外国証券を円貨換算した価値は上昇することになります。したがって、為替相場の状

況によっては為替差損が生じるおそれがあります。 

 

※ 裏付け資産が、投資信託、投資証券、預託証券、受益証券発行信託の受益証券等である場合

には、その最終的な裏付け資産を含みます。 

※ 新規公開株式、新規公開の投資証券及び非上場債券等についても、上記と同様のリスクがあり

ます。 
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手手数数料料等等諸諸費費用用ににつついいてて  

【１】 国内の金融商品取引所に上場されている有価証券等 

国内の取引所金融商品市場における上場有価証券等の売買等についてお支払いいただく委託手数料等

は、次の通りです。 

（１） 国内の金融商品取引所に上場されている株券等（新株予約権付社債券を除く） 

委託手数料の上限は、約定代金の1.2075％（税抜1.150％）になります。 

（２） 国内の金融商品取引所に上場されている新株予約権付社債券等 

委託手数料の上限は、約定代金の1.0500％（税抜1.000％）になります。 

※上記金額が2,625円（消費税込み）に満たない場合には、2,625円（消費税込み）になります。 

【２】 外国金融商品市場等に上場されている株券等 

外国株券等（外国の預託証券、投資信託等を含みます）の取引には、国内の取引所金融商品市場におけ

る外国株券等の売買等のほか、外国金融商品市場等における委託取引と国内店頭取引の２通りの方法が

あります。 

１．外国金融商品市場等における委託取引 

①国内取次ぎ手数料 

国内取次ぎ手数料が約定代金に対して掛ります。 

当該手数料の上限は、約定代金の1.365％（税抜1.300％）になります。 

②外国金融商品市場等における委託手数料等 

外国株券等の外国取引にあたっては、外国金融商品市場等における委託手数料及び公租公課その

他の諸費用が発生します。当該諸費用は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されます

ので、本書面上その金額等をあらかじめ記載することはできません。 

２．国内店頭取引 

お客様に提示する売り・買い参考価格は、直近の外国金融商品市場等における取引価格等を基準に

合理的かつ適正な方法で算出した社内価格を仲値として、仲値と売り・買い参考価格との差がそれぞれ

原則として2.75％（手数料相当額）となるように設定したものです。当該参考価格には手数料相当額が

含まれているため、別途手数料は頂戴いたしません。 

※ 外国株券等の売買等にあたり、円貨と外貨を交換する際の為替レートは、外国為替市場の動向を

ふまえて当社が決定した為替レートによるものといたします。 

【３】 その他 

募集、売出し又は相対取引の場合は、購入対価をお支払いいただきます。また、お客様との合意に基づ

き、別途手数料をいただくことがあります。 
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無登録格付に関する説明書 

東海東京証券株式会社 
 

格付会社に対しては、市場の公正性・透明性の確保の観点から、金融商品取引法に基づく信用格付業者の登録制が導入されております。 

これに伴い、金融商品取引業者等は、無登録格付業者が付与した格付を利用して勧誘を行う場合には、金融商品取引法により、無登録格付である旨

及び登録の意義等をお客様に告げなければならないこととされております。 

 

○登録の意義について 

登録を受けた信用格付業者は、①誠実義務、②利益相反防止・格付プロセスの公正性確保等の業務管理体制の整備義務、③格付対象の証券を保

有している場合の格付付与の禁止、④格付方針等の作成及び公表・説明書類の公衆縦覧等の情報開示義務等の規制を受けるとともに、報告徴求・立

入検査、業務改善命令等の金融庁の監督を受けることとなりますが、無登録格付業者は、これらの規制・監督を受けておりません。 

 スタンダード＆プアーズ・ 

レーティングズ・サービシズ 

ムーディーズ・インベスターズ・ 

サービス・インク 
フィッチ・レーティングス 

○ 格 付 会 社 グ

ル ー プ の 呼

称等について 

・格付会社グループの呼称：スタンダード

＆プアーズ・レーティングズ・サービシズ

（以下「S&P」と称します。） 

・グループ内の信用格付業者の名称及び

登録番号：スタンダード＆プアーズ・レー

ティング・ジャパン株式会社（金融庁長官

（格付）第 5 号） 

・格付会社グループの呼称：ムーディー

ズ・インベスターズ・サービス・インク（以

下「ムーディーズ」と称します。） 

・グループ内の信用格付業者の名称及び

登録番号：ムーディーズ・ジャパン株式

会社（金融庁長官（格付）第 2 号） 

・格付会社グループの呼称：フィッチ・レー

ティングス（以下「フィッチ」と称します。） 

 

・グループ内の信用格付業者の名称及び

登録番号：フィッチ・レーティングス・ジャパ

ン株式会社（金融庁長官（格付）第７号） 

○ 信 用 格 付 を

付与するため

に用いる方針

及 び 方 法 の

概要に関する

情 報 の 入 手

方法について 

スタンダード＆プアーズ・レーティング・ジ

ャ パ ン 株 式 会 社 の ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.standardandpoors.co.jp）の

「 ラ イ ブ ラ リ ・ 規 制 関 連 」 の 

「 無 登 録 格 付 け 情 報 」

（http://www.standardandpoors.co.jp/unre

gistered）に掲載されております。 

ムーディーズ・ジャパン株式会社のホーム

ページ（ムーディーズ日本語ホームペー

ジ（http://www.moodys.co.jp）の「信用格

付事業」をクリックした後に表示されるペー

ジ）にある「無登録業者の格付の利用」欄

の「無登録格付説明関連」に掲載されて

おります。 

フィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社

の ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.fitchratings.co.jp）の「規制関

連」セクションにある「格付方針等の概要」

に掲載されております。 

○ 信 用 格 付 の

前提、意義及

び 限 界 に つ

いて 

S&P の信用格付は、発行体または特定

の債務の将来の信用力に関する現時点に

おける意見であり、利息や元本が予定通り

支払われることを保証するものではありま

せん。また、信用格付は、証券の購入、売

却または保有を推奨するものでなく、債務

の市場流動性や流通市場での価格を示

すものでもありません。 

信用格付は、業績や外部環境の変化、

裏付け資産のパフォーマンスやカウンター

パーティの信用力変化など、さまざまな要

因により変動する可能性があります。 

S&P は、品質および量により信頼しうると

判断した情報を利用して格付分析を行っ

ております。しかしながら、S&P は、提供さ

れた情報について、監査・デュー・デリジュ

エンスまたは独自の検証を行っておらず、

また、格付および格付付与に利用した情

報の正確性、完全性、適時性を保証する

ものではありません。 

ムーディーズの信用格付は、事業体、

与信契約、債務又は債務類似証券の将

来の相対的信用リスクについての、現時

点の意見です。ムーディーズは、信用リス

クを、事業体が契約上・財務上の義務を

期日に履行できないリスク及びデフォルト

事由が発生した場合に見込まれるあらゆ

る種類の財産的損失と定義しています。

信用格付は、流動性リスク、市場リスク、価

格変動性及びその他のリスクについて言

及するものではありません。また、信用格

付は、投資又は財務に関する助言を構成

するものではなく、特定の証券の購入、売

却、又は保有を推奨するものではありませ

ん。ムーディーズは、いかなる形式又は方

法によっても、これらの格付若しくはその

他の意見又は情報の正確性、適時性、完

全性、商品性及び特定の目的への適合

性について、明示的、黙示的を問わず、

いかなる保証も行っていません。 

ムーディーズは、信用格付に関する信

用評価を、発行体から取得した情報、公

表情報を基礎として行っております。ムー

ディーズは、これらの情報が十分な品質を

有し、またその情報源がムーディーズにと

って信頼できると考えられるものであること

を確保するため、全ての必要な措置を講

じています。しかし、ムーディーズは監査

を行う者ではなく、格付の過程で受領した

情報の正確性及び有効性について常に

独自の検証を行うことはできません。 

フィッチの格付は、所定の格付基準・手

法に基づく意見です。格付はそれ自体が事

実を表すものではなく、正確又は不正確で

あると表現し得ません。信用格付は、信用リ

スク以外のリスクを直接の対象とはせず、格

付対象証券の市場価格の妥当性又は市場

流動性について意見を述べるものではあり

ません。格付はリスクの相対的評価である

ため、同一カテゴリーの格付が付与されたと

しても、リスクの微妙な差異は必ずしも十分

に反映されない場合もあります。信用格付

はデフォルトする蓋然性の相対的序列に関

する意見であり、特定のデフォルト確率を予

測する指標ではありません。 

フィッチは、格付の付与・維持において、

発行体等信頼に足ると判断する情報源から

入手する事実情報に依拠しており、所定の

格付方法に則り、かかる情報に関する調査

及び当該証券について又は当該法域にお

いて利用できる場合は独立した情報源によ

る検証を、合理的な範囲で行いますが、格

付に関して依拠する全情報又はその使用

結果に対する正確性、完全性、適時性が保

証されるものではありません。ある情報が虚

偽又は不当表示を含むことが判明した場

合、当該情報に関連した格付は適切でな

い場合があります。また、格付は、現時点の

事実の検証にもかかわらず、格付付与又は

据置時に予想されない将来の事象や状況

に影響されることがあります。 

この情報は、平成 23 年 7 月 29 日に信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を当社が保証するものではありません。

詳しくは上記スタンダード＆プアーズ・レーティング・ジャパン株式会社、ムーディーズ・ジャパン株式会社又はフィッチ・レーティングス・ジャパン株式会社の

ホームページをご覧ください。 

 


